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等に関する手続き等を説明するものです。 

 

 



- 0 - 

 

 

 

目   次 

 

Ⅰ 介護保険制度の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

 １ 介護保険制度について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

 ２ 介護保険制度における法令遵守について ・・・・・・・・・・・・・  ２ 

 ３ 地域密着型サービスについて ・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

 ４ 介護予防・日常生活支援総合事業について ・・・・・・・・・・・・  ４ 

 

Ⅱ 事業者指定に関する届出等の手続きについて ・・・・・・・・・・・・  ５ 

１ 指定とは ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 

２ 指定までの流れ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 

３ 指定に関する届出について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ８ 

４ 指定申請に係る留意点 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

５ 指定にあたっての留意事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２ 

 

Ⅲ 指定後の手続きについて ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４ 

 １ 介護サービス情報の公表制度について ・・・・・・・・・・・・・・ １５ 

 ２ 業務管理体制の整備に関する届出について ・・・・・・・・・・・・ １５ 

 ３ 介護給付費の請求について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 

 ４ 介護報酬の算定に係る体制の変更について ・・・・・・・・・・・・ １７ 

 ５ 指定内容の変更に関する届出について ・・・・・・・・・・・・・・ １８ 

 ６ 事業の廃止・休止に関する届出について ・・・・・・・・・・・・・ ２２ 

 ７ 事業の再開に関する届出について ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 

 ８ 指定の辞退に関する届出について ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 

 ９ 指定の更新に関する届出について ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４ 

 

Ⅳ 参考資料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６ 

 １ 高齢者福祉施設における消防法及び建築基準法に基づく主な手続きと 

   新規指定の際に指定申請書に添付を要する書類 ・・・・・・・・・・ ２７ 

２ サービスごとの指定基準・解釈通知（参考資料） ・・・・・・・・・ ３１ 

 ３ サービスごとの費用の額の算定に関する基準・通知（参考資料） ・・ ３２ 

 ４ 関係機関のホームページアドレス ・・・・・・・・・・・・・・・・ ３２ 

 ５ 指定申請等に係る「電子申請届出システム」について ・・・・・・・ ３３ 

 

 

 

 



- 1 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 介護保険制度の概要 
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１ 介護保険制度について 

・介護保険制度は、介護を必要とする状態になっても、できる限り、自宅で自立した日

常生活を営めるよう、国民の共同連帯の理念に基づき、全国民で公平に制度を支え、

真に必要な介護サービスを総合的・一体的に提供する仕組みとして、平成１２年４月

に創設されました。 

・介護保険制度は、自助・共助・公助により介護を社会的に支える仕組みです。「自助」

として費用の１割（又は２割・３割）を利用者が負担し、残りの９割（又は８割・７

割）を「共助」（４０歳以上の被保険者が払う保険料）及び「公助」（税金）で折半し

ます。 

・平成１８年４月には、高齢者の自立支援と尊厳の保持という基本理念をふまえ、制度

の持続性を高める改正として、予防給付の創設や地域密着型サービスの創設、介護サ

ービス情報の公表制度の導入等が行われました。 

・平成２１年５月からは、介護事業運営の適正化を図るため、介護サービス事業者に対

する規制が強化されました。 

・平成２４年４月には、地域全体で高齢者を支える体制が不十分などの認識から、介護

サービス強化のための改正が行われ、高齢者が地域で自立した生活を営めるよう、地

域の医療・介護の連携強化や、地域包括ケアシステムの実現に向けた取り組みを進め

ることになりました。 

・平成２７年４月からは地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業の充実（在

宅医療・介護連携の推進、認知症施策の推進等）や市町村が地域の実情に応じた取り

組みができる地域支援事業に移行し、多様なサービスが提供可能な介護予防・日常生

活支援総合事業が実施されることになりました。 

・平成２８年４月からは居宅サービスの通所介護のうち、小規模なものが、地域密着型

通所介護として、地域密着型サービスへ移行になりました。 

・平成３０年４月からは、地域包括ケアシステムの深化・推進のため、居宅介護支援事

業所の指定権限が県より市に移譲されました。 

 

２ 介護保険制度における法令遵守について 

・介護サービス事業者は、質の高いサービス提供を提供するとともに、安定した介護保

険制度を維持するため、介護保険法や指定基準（厚生労働省令、日光市条例等）をは

じめとする法令等を遵守し、市民の信頼を得る必要があります。 

・介護保険法等に基づいて、サービスごとに次の基準が定められています。 

①基本方針 

②人員基準（従業者の知識・技能・人員に関する基準） 

③設備基準（事業所に必要な設備についての基準） 

④運営基準（保険給付の対象となる介護サービスの事業を実施するうえで求められて

いる運営上の基準） 
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３ 地域密着型サービスについて 

地域密着型サービスとは、高齢者が住み慣れた地域での生活を継続していけるように

するためのサービスで、平成１８年４月に創設されました。地域密着型サービス事業者

の事業者指定や指導・監督は市町村が行います。 

 

 

             ※出典：厚生労働省ホームページ（http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/gaiyo/k2005_09.html） 

 

地域密着型サービス（介護予防サービスを含む）の事業分類 

地域密着型サービス 地域密着型介護予防サービス 

・夜間対応型訪問介護 

・認知症対応型通所介護 

・小規模多機能型居宅介護 

・認知症対応型共同生活介護 

・地域密着型特定施設入居者生活介護 

・地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

・看護小規模多機能型居宅介護（複合型サ

ービス） 

・地域密着型通所介護（療養通所介護含む） 

・介護予防認知症対応型通所介護 

・介護予防小規模多機能型居宅介護 

・介護予防認知症対応型共同生活介護 
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４ 介護予防・日常生活支援総合事業について 

介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）とは、これまで全国一律で提供

されていた介護予防訪問介護及び介護予防通所介護を、市町村が地域の実情に応じて、

住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実させることで、地域の支え合い体

制づくりを推進するものです。日光市においては、平成２８年１０月からスタートしま

した。 

新しい総合事業の事業者指定や指導・監督は市町村が行います。 

 

 

※出典：厚生労働省ホームページ（http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000074692.pdf） 
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Ⅱ 事業者指定に関する届出等の手続きについて 
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１ 指定とは 

・介護保険法の適用を受け、介護報酬の支払いを受けるためには、地域密着型サービス

（介護予防サービス含む）及び居宅介護支援、介護予防・日常生活支援総合事業、介

護予防支援については、事業所所在地の市町村長の指定を受けなければなりません。 

・指定は、申請により事業所ごと、サービスの種類ごとに行われます。指定を受けた事

業所に対しては１０桁の介護保険事業所番号が付与されます。 

・指定は、①原則として申請者が法人であること、②人員基準を満たすこと、③設備・ 

運営の基準に従って適正に運営できること、が要件となっています。（ただし、病院、 

診療所等が、医療系サービスを行う場合には、法人格は必要ありません。） 

・国から「認知症高齢者グループホーム等の火災対策の充実のための介護保険部局、消

防部局、建築部局による情報共有・連携体制の構築に関するガイドライン」が示され

たことにより、平成２８年４月からの「新規指定」及び「指定更新」の際に、当該事

業に係る建物が消防法令及び建築基準法令に適合しているかの確認を行うことにな

りました。 

・地域密着型サービスのうち、上記ガイドラインの対象となるサービス 

（介護予防）認知症対応型通所介護 

（介護予防）小規模多機能型居宅介護 

（介護予防）認知症対応型共同生活介護 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 

看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 

地域密着型通所介護 

 

 

２ 指定までの流れ 

（１）準備【事業者】 

①指定要件（指定基準）の確認 

介護保険事業者として指定を受けるためには、指定基準（日光市条例等で定める人

員、設備及び運営に関する基準）を満たさなければなりません。申請前に必ずお読み

ください。 

※指定基準の詳細については、介護保険六法や詳しい解説本等でご確認ください。 

②他法令の手続きの確認 

事業所の設置に関して、消防法、建築基準法、都市計画法などの他法令に基づく許

可や届出等が必要な場合がありますので、関係部署へ事前の確認を行ってください。

他法令の手続きが完了していないと、介護保険法の指定を受けられない場合や指定を

受けても営業できない場合がありますので、必ず事前にご確認ください。 

③図面協議 

利用者へのサービス提供に関して建物の新築や改築が必要な場合には、事前に図面
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協議が必要です。図面協議の際には事業内容が分かる方（管理者等）が必ず同席して

ください。なお、図面協議にあたっては、必ず電話で予約をしてください。連絡先は、

本ガイドブック裏表紙に記載してあります。 

④申請書類の作成 

申請書や申請に必要な添付書類はサービスの種類ごとに異なります。 

※詳しくは８ページ「３ 指定に関する届出について」をご確認ください。 

 

（２）申請【事業者】 

・申請書の受付は、日光市高齢福祉課で行います。事前に電話連絡のうえ、ご来庁くだ

さい。なお、連絡先は、本ガイドブック裏表紙に記載してあります。 

・申請書は必ずしも１回で受理できるとは限りません。修正や追加で書類を提出してい

ただく場合がありますので、事業開始予定日から逆算をし、十分に余裕を持ったスケ

ジュールで申請を行ってください。 

・書類内容に不備がある場合や、修正・追加書類提出の遅れ等により、審査に支障をき

たす場合には、指定できないことがありますのでご了承ください。 

・申請書類の提出は、郵送や電子メールによる受付のほか、電子申請届出システムによ

る申請書の受付が可能です。なお、新規申請については、書類の不備や不足等があっ

た場合に速やかに補正の指示ができるよう、対面での申請をおすすめします。 

 

（３）審査【市】 

・申請内容が指定基準を満たしているかどうかの審査を行います。 

・必要に応じて、審査の一環として、事業所の現地調査を行います。現地調査の際には

事前に調査日時をお伝えしますので、ご協力をお願いします。 

・指定時には、人員、設備だけでなく、運営面においても準備が整っている必要があり

ます。 

※詳しくは９ページ「４ 指定申請にかかる留意点」をご確認ください。 

 

（４）指定【市】 

・原則として、毎月１日付で指定を行います。 

 ・指定通知を事業所あてに普通郵便で送付します。 

 ・指定通知書の再発行はしませんので、大切に保管してください。 

 

（５）公示【市】 

・指定事業所の名称、所在地、サービスの種類等を公示します。 

 

（６）情報公表【事業者】 

 ・申請者は、新規事業所を開設した場合は、介護サービス情報を栃木県に報告する必要

があります。 
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※詳しくは、15 ページ「１ 介護サービス情報の公表制度について」をご確認くださ

い。 

 

３ 指定に関する届出について 

（１）申請書類提出期限 

・指定を受けたい月の前月１日（１日が閉庁日の場合は、その前の開庁日） 

例：４月１日に指定を受けたい→３月１日が申請書類提出期限 

 

（２）必要書類 

・指定申請に必要な書類は次のとおりです。 

□ 指定申請書 

□ 事業所の指定等に係る記載事項（サービスごとに該当する付表） 

□ 指定申請に係る添付書類一式 

□ 介護給付費（介護予防・日常生活支援総合事業費）算定に係る体制等に 

関する届出書 

□ 介護給付費（介護予防・日常生活支援総合事業費）算定に係る体制等状 

況一覧表 

□ 介護給付費（介護予防・日常生活支援総合事業費）算定に係る体制等に 

関する届出書の添付書類一式 

  

・申請書、添付書類の様式及び記載方法は、市ホームページに掲載しています。 

   ▼地域密着型サービス事業 

トップ＞くらしの情報＞健康・福祉＞福祉＞介護＞事業所の方へ（各種手 

続き、指導監査等）＞地域密着型（介護予防）サービス事業 

   ▼介護予防・日常生活支援総合事業 

トップ＞くらしの情報＞健康・福祉＞福祉＞介護＞事業所の方へ（各種手 

続き、指導監査等）＞介護予防・日常生活支援総合事業 

▼居宅介護（介護予防）支援事業 

トップ＞くらしの情報＞健康・福祉＞福祉＞介護＞事業所の方へ（各種手 

続き、指導監査等）＞居宅介護（介護予防）支援事業 

 

（３）指定申請書 

 ・指定申請書は、地域密着型（介護予防）サービス事業、居宅介護（介護予防）支援事

業と、介護予防・日常生活支援総合事業の様式があります。 

 ・地域密着型（介護予防）サービス事業と居宅介護（介護予防）支援事業の様式は共通

です。 

 ・同一の介護保険事業所で地域密着型通所介護と第１号通所事業（総合事業）の指定を

申請する場合には、サービスごとに申請をする必要があります。 
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（４）付表・添付書類 

 ・申請にあたっては、指定申請書にサービスの種類ごとの付表とサービスの種類ごとに

必要な添付書類を添えて申請してください。 

 ・添付書類は、サービスの種類ごとに異なります。添付書類チェックリストで必要な書

類を確認のうえ、それぞれのサービスの種類ごとに提出してください。 

 ・申請内容によって、一覧に記載のない書類の提出を求める場合があります。 

 

（５）介護給付費（介護予防・日常生活支援総合事業費）算定に係る体制等に関する届出

書等 

 ・指定を受ける場合には、併せて介護報酬算定の体制等の届出を行う必要があります。 

・「介護給付費（介護予防・日常生活支援総合事業費）算定に係る体制等に関する届出書」

及び「介護給付費算定に係る体制状況一覧表」に、必要な添付書類を添えて提出して

ください。 

・添付書類は、加算の種類ごとに異なります。介護報酬算定に係る添付書類一覧で必要

な書類を確認のうえ、提出してください。 

 

（６）作成にあたっての注意点 

 ・チェック漏れ、書類の記入漏れ、添付漏れがある申請については、当該申請について

の補正を求めることになります（補正ができない場合、当該申請により求められた指

定を拒否しなければならないこともありますので、ご留意願います）。 

 ・申請時に添付できない書類がある場合には、必ず事前にご相談ください。 

 ・提出書類は１部ですが、後日記載内容について確認することがありますので、必ず控

えを作成しておいてください。 

 

 

４ 指定申請に係る留意点 

（１）指定基準について 

・指定事業者は、厚生労働省令及び日光市条例等で定める指定基準（人員、設備及び運

営基準）に従ってサービスを提供しなければなりません。サービスの種類ごとに定め

られた指定基準を十分に理解したうえで、事業計画を検討してください。 

 

（２）法人格の必要性について 

・介護保険事業者の指定を申請する場合には、法人格を有する必要があります。 

 

（３）定款及び登記簿謄本への記載について 

・申請の際に、定款及び登記簿謄本の「目的」の項目に記載されており、法人の行う事

業として位置づけられていることが必要です。定款及び登記簿謄本に当該事業の記載

がない場合は、原則として書類を受理できませんのでご注意ください。 
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・法人の種類によっては、定款・登記簿謄本に所管庁の認可（認証）が必要な場合があ

ります。詳しくは関係法令の所管庁にお問い合わせください。 

 

（４）事業所の開設準備について 

 ・事業所が工事中の場合や、サービス提供に必要な備品等が納入されていない場合は、

原則として申請書の受理はできません。 

 ・指定時には、人員、設備だけでなく運営面においても準備が整っている必要がありま

す。したがって、勤務管理を行う書類（タイムカード、出勤簿、シフト表等）や介護

記録の様式、個別サービス計画（地域密着型通所介護計画等）の様式等の書類を備え

ておく必要があります。 

 

（５）他法令の手続きについて 

 ・介護保険の指定事業者となるためには、介護保険法の指定基準を満たしていることの

ほか、指定申請の前に事前調整を行っておくことが望ましいものや、所管する行政機

関の許可・認可等を受けなければならないものがありますので、それぞれの行政機関

にご確認ください。 

 ・他法令の手続きが完了していないと、介護保険法の指定を受けられない場合や指定を

受けても営業できない場合、法令違反となる場合があります。 

 <他法令の手続きが必要なケース【例】> 

   ▼福祉関係法令の適用を受けるもの 

    →老人福祉法、生活保護法 

   ▼他法規制の可能性があるもの 

    →消防法、建築基準法、都市計画法、文化財保護法、健康増進法等 

   ▼事業者として当然に守るべきものなど 

    →就業規制等の労働基準監督署への届出、税務署への届出、雇用保険の届出、 

     法人の定款変更等の手続き等 

   

（６）欠格事由について 

申請者や開設者（又は法人役員等）が次のような事項に該当する場合は、指定でき

ません。 

① 禁固以上の刑を受け、その執行が終わっていないか、今後執行を受けるこ 

とがあるとき 

② 介護保険法その他国民の保健医療・福祉に関する所定の法律（※１）によ 

り罰金刑を受け、その執行が終わっていないか、今後執行を受けることがあ 

るとき 

➂ 労働に関する所定の法律（※２）により罰金刑を受け、その執行が終わっ 

ていないか、今後執行を受けることがあるとき 
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④ 指定の申請日の前日までに、社会保険料・労働保険料等について滞納処分 

を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく３月以上の期間にわ 

たり当該処分を受けた日以降に納期限の到来した社会保険料・労働保険料等 

のすべてを引き続き滞納しているとき 

⑤ 指定取消事由に該当、又は介護サービス情報の報告に関する命令に従わな 

かったことにより、指定を取り消され、取消日から５年を経過していないと 

き（取消し事由となった事実について組織的な関与が認められない場合を除 

く） 

⑥ 申請者（法人に限る）と密接な関係を有する者（申請者の親会社等）が指 

定等を取り消され、その取消日から起算して５年を経過していないとき（取 

消し理由となった事実について組織的な関与が認められない場合を除く） 

⑦ 指定の取消しの処分に係る行政手続法第１５条規定による通知があった日 

から当該処分をする日、又は当該処分をしないことを決定するまでの間に事 

業の廃止の届出を行い、その届出の日から起算して５年経過していないとき 

（事業廃止の届出について相当の理由がある場合を除く） 

⑧ 申請者が都道府県知事等による検査が行われた日から指定等の取消しの処 

分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日までの間に、相 

当な理由なく廃止届を提出した者で、その届出日から５年が経過していない 

とき 

⑨ 上記⑦の事業廃止の届出を行った場合で、指定取消についての通知日前６ 

０日以内にその法人の役員等・法人でない事業所の管理者であった者で、そ 

の届出日から５年が経過していないとき 

⑩ 申請前５年以内に居宅サービス・地域密着型サービス・居宅介護支援・施 

設サービス・介護予防サービス・地域密着型介護予防サービス・介護予防支 

援あるいはこれらに相当するサービスに関し、不正又は著しく不当な行為を 

したとき 

⑪ 役員の中に、①～⑤、⑦～⑩のいずれかに該当するものがいるとき 

⑫ 法人でない事業所が申請する場合に、その管理者が①～⑤、⑦～⑩のいず 

れかに該当するとき 

（※１）国民の保健医療・福祉に関する所定の法律（令 35 条の 2） 

①児童福祉法 ②栄養士法 ③医師法 ④歯科医師法 ⑤保健師助産師看護師法 ⑥歯科衛生士 

法 ⑦医療法 ⑧身体障害者福祉法 ⑨精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 ⑩生活保護 

法 ⑪社会福祉法 ⑫医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律 ⑬ 

薬剤師法 ⑭老人福祉法 ⑮理学療法士及び作業療法士法 ⑯高齢者の医療の確保に関する法律  

⑰社会福祉士及び介護福祉士法 ⑱義肢装具士法 ⑲精神保健福祉士法 ⑳言語聴覚士法 ㉑障 

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 ㉒高齢者虐待の防止、高齢者の養 

護者に対する支援等に関する法律 ㉓就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推 

進に関する法律 ㉔子ども・子育て支援法 ㉕再生医療等の安全性の確保等に関する法律 ㉖国 
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家戦略特別区域法 ㉗難病の患者に対する医療等に関する法律 ㉘公認心理師法 ㉙民間あっせ 

ん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律 ㉚臨床研究法 

（※２）労働に関する法律の所定の規定（令 35 条の 3） 

①労働基準法 ②最低賃金法 ③賃金の支払の確保等に関する法律 

 

 

５ 指定にあたっての留意事項 

（１）業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等について 

 ・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施

するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための観点から、全てのサー

ビスにおいて、業務継続計画の策定と以下の措置を講じることが、令和 6（2024）年 4

月 1 日より義務化されました（訪問系サービス、福祉用具貸与、居宅介護支援につい

ては、令和 7 年 3 月 31 日までは経過措置となります）。 

①従業者に対し、業務継続計画を周知するとともに、必要な研修及び訓練の定期的

な実施 

②定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行う 

・事業開始日までに、感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定

の場合や、当該業務継続計画に従い必要な措置が講じられていない場合は、減算の対

象となります（令和 7 年 3 月 31 日までの間、感染症の予防及びまん延防止のための

指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、減算の対

象にはなりません。）。 

・求められる対応については、指定基準・解釈通知を必ず確認してください。 

 

（２）高齢者虐待防止の推進について 

・全ての介護サービス事業所を対象に、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達成される

よう、虐待の未然防止、虐待等の早期発見、虐待等への迅速かつ適切な対応の観点か

ら、以下に掲げる措置を講じることが、令和 6(2024)年 4 月 1 日より義務化されまし

た。 

  ①虐待の防止のための対策を検討する委員会の定期的な開催 

  ②虐待の防止のための指針の整備 

  ③虐待の防止のための従業者に対する研修の実施 

  ④①から③までに掲げる措置を適切に実施するための担当者の配置 

・高齢者虐待が発生していない場合においても、全ての措置が講じられていない場合は、

減算の対象となります。 

・求められる対応については、指定基準・解釈通知を必ず確認してください。 
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（３）感染症対策の強化について 

・感染症の発生及びまん延等に関する取組の徹底を求める観点から、全てのサービスで

委員会の開催、指針の整備、研修及び訓練（シュミレーション）の実施が、令和 6(2024)

年 4 月 1 日より義務化されました。 

・求められる対応については、指定基準・解釈通知を必ず確認してください。 

 

（４）認知症介護基礎研修の受講について 

・介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させ、本人主体の介護を行い、認知症の

人の尊厳の保障を実現していく観点から、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉

関係の資格を有さない者について、認知症介護基礎研修の受講が、令和 6(2024)年 4

月 1 日より義務化されました。 

・訪問介護員（ヘルパー）研修３級過程修了者、社会福祉主事、民間事業者が実施する

認知症関連の資格のみ保有している従業者については、認知症介護基礎研修の受講が

必要となります。 

・新規採用、中途採用問わず、事業所が新たに採用した従業者の受講については、採用

後１年間の猶予期間を設けています。 

 

（５）ハラスメント対策の強化について 

・適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優

越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによ

り、従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置

を講じることが、令和 4(2022)年 4 月 1 日より義務化されました。 

・求められる対応については、指定基準・解釈通知を必ず確認してください。 
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Ⅲ 指定後の手続きについて 
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１ 介護サービス情報の公表制度について 

（１）介護保険法上の義務 

 ・介護サービスは、利用者本人による選択を基本的な理念としています。 

・「介護サービス情報の公表制度」は、利用者による適切な事業者の評価・選択を支援す

るために創設された制度で、介護保険法第１１５条の３５第１項の規定に基づき、事

業者に介護サービス情報の報告が義務づけられたものです。 

 

（２）栃木県における介護サービス情報の報告について 

 ・「介護サービス情報の公表制度」において、介護サービス事業者は、指定を受けて介護

サービスを開始しようとするとき、又は県が定める報告計画で定められたときは、介

護サービス情報を県へ報告し、県はその内容を公表する、という仕組みになっていま

す。 

 ・県の報告計画に基づき、各事業者に通知された「ＩＤ」「パスワード」「サービス名」

を「介護サービス情報報告システム」へ入力してください。 

 ・詳細については、栃木県高齢対策課又は栃木県ホームページ等でご確認ください。 

 

 

２ 業務管理体制の整備に関する届出について 

（１）趣旨 

 ・平成２１年５月１日から、介護サービス事業者に法令遵守等の義務の履行を確保する

ため、業務管理体制の整備が義務づけられています。 

 ・事業者の規模に応じた業務管理体制の整備をすることにより、指定取消事案など不正

行為を未然に防止し、利用者の保護と介護保険事業の適正化を図ります。 

 

（２）制度の概要 

 ・事業者が整備すべき業務管理体制は、指定又は許可を受けている事業所（施設）の数

によって異なります。 

 ・なお、業務管理体制は、事業者が自ら整備・改善をしていくものです。 

【整備内容】 

   業務管理体制の整備の内容 

指定・許可 

事業所数（※） 

法令遵守責任者の

選任 
規程の整備 

業務執行の 

状況の監査 

１～１９ ○ ― ― 

２０～９９ ○ ○ ― 

１００～ ○ ○ ○ 

   ※指定・許可事業所数には、介護予防及び介護予防支援事業所を含みますが、みな

し事業所は除きます。 
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   ※同一事業所が、例えば、小規模多機能型居宅介護と介護予防小規模多機能型居宅

介護の指定を併せて受けている場合、事業所等の数は『２』と数えます。 

   ※なお、みなし事業所とは、病院等が行う居宅サービス（居宅療養管理指導、訪問

看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション）であって、健康保険

法の指定があったとき、介護保険法の指定があったものとみなされている事業所

をいいます。 

【法令遵守責任者】 

   ・法令遵守責任者については、何らかの資格を求めるものではありませんが、介護

保険法や、法に基づく命令の内容に精通した法務担当の責任者を選任することを

想定しています。 

   ・また、法務部門を設置していない事業者の場合には、事業者内部の法令遵守を確

保することができる者を選任してください。 

   ・なお、代表者自身が法令遵守責任者となることを妨げるものではありません。 

  【法令遵守規程】 

   ・法令遵守規程については、介護保険法や法に基づく命令の遵守を確保するための

内容を盛り込む必要があります。 

   ・ただし、必ずしもチェックリストに類するものを作成する必要はなく、例えば、

日常業務の運営にあたり、法に基づく命令の遵守を確保するための注意事項や標

準的な業務プロセス等を記載したものなど、事業者の実態に即したもので差し支

えありません。 

 

（３）届出先 

 ・届出先は、各事業者が運営する「事業所等」の所在地によって決まります。 

事業所等の所在状況 届出先 

事業所等が３以上の地方厚生局の管轄区域に所在す

る事業者 
厚生労働大臣（本省） 

事業所等が２以上の都道府県の区域、かつ、２以下の

地方厚生局の管轄区域に所在する事業者 

事業者の主たる事業所が

所在する都道府県知事 

事業所等が栃木県内にのみ所在する事業者  

 

地域密着型サービス（予防を含む）のみを行い、

そのすべての事業所等が日光市に所在する事業

者 

日光市長 

 上記以外の事業者 栃木県知事 

  ※日光市内において、居宅介護支援事業のみを行う場合は、栃木県知事に提出します。 
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（４）提出書類 

 ・業務管理体制の整備又は区分の変更に係る届出書 

  ※届出事項について変更（法令順守責任者の氏名又は生年月日の変更等）がある場合

も届出の提出が必要です。 

  ※届出様式については、栃木県ホームページに掲載しています。 

   

 

３ 介護給付費の請求について 

 ・介護給付費の請求は、市町からその審査・支払に関する事務の委託を受けた栃木県国

民健康保険団体連合会（県国保連）に対して行うことになります。 

・請求の手続き等に関することは、県国保連へお問い合わせください。 

▼栃木県国民健康保険団体連合会 

〒３２０－００３３ 

栃木県宇都宮市本町３番９号 栃木県本町合同ビル６階 

電話０２８－６４３－５４００ 

 ・県国保連からの支払いは、サービス提供月の翌々月の月末になります。なお、請求内

容の審査の結果、支払がされない場合もありますので、事業開始時には、余裕をもっ

た運転資金を確保しておく必要があります。 

 

 

４ 介護報酬の算定に係る体制の変更について 

（１）趣旨 

・新規指定申請時に提出した「介護給付費（介護予防・日常生活支援総合事業費）算定

に係る体制等に関する届出書」の内容を変更する場合には、必要書類を提出してくだ

さい。 

  例：新たに加算を算定する場合、加算の算定要件を満たさなくなった場合 など 

 ・加算取得に係る体制が整っていても、体制等に関する届出の提出（体制の変更）を行

わないと、加算の算定を開始できません。 

 ・人員基準欠如の場合、介護報酬を減額して請求する際にも、体制の変更手続きが必要

です。 

 ・県国保連において、事業者の請求内容と市が送付したデータ（体制届出の内容）の突

合を行います。県国保連では、加算の有無といった内容の不一致がある場合など、請

求支払確定をせず、返戻処理を行うことがあります。 

 

（２）届出書等提出期限（届出の締切りは必着です。郵便の消印の日付ではありません） 

・加算等を算定しようとする月の前月１５日（１５日が閉庁日の場合は、その直前の開

庁日）。 

例：４月１日から変更したい→３月１５日が届出書等提出期限 
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  ▼地域密着型サービス 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

・夜間対応型訪問介護 

・（介護予防）認知症対応型通所介護 

・（介護予防）小規模多機能型居宅介護 

・看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 

・地域密着型通所介護 

   ▼介護予防・日常生活支援総合事業 

   ・第 1 号訪問事業（介護予防訪問介護相当サービス） 

   ・第 1 号通所事業（介護予防通所介護相当サービス） 

▼居宅介護支援 

 

・加算等を算定しようとする月の初日（初日が閉庁日の場合は、その直前の開庁日） 

例：４月１日から変更したい→４月１日が届出書等提出期限 

   ▼地域密着型サービス事業 

・（介護予防）認知症対応型共同生活介護 

・地域密着型特定施設入居者生活介護 

・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 

（３）提出書類 

・介護給付費（介護予防・日常生活支援総合事業費）算定に係る体制等に関する届出書 

・介護給付費（介護予防・日常生活支援総合事業費）算定に係る体制等状況一覧表 

・添付書類 

  ※添付が必要な書類については、添付書類一覧でご確認ください。 

  ※その他、加算等の内容によって一覧に記載のない書類の提出を求める場合がありま

す。 

  ※他市町村の指定を受けている場合には、その市町村にも必要書類等を提出してくだ

さい。 

 

（４）提出方法 

  持参、郵送、電子メール、電子申請届出システム 

 

 

５ 指定内容の変更に関する届出について 

（１）指定内容の変更に係る手続きについて 

・事業所の名称、所在地その他厚生労働省で定める事項に変更があったときは、その旨

を１０日以内に届け出る必要があります。 
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・所定の「変更届出書」に、変更内容が分かる書類を添付して提出してください。 

・書類は、持参、郵送、電子メールによる提出のほか、電子申請届出システムよる提出

も可能です。 

 

（２）提出書類 

・変更届出書 

・添付書類 

※届出が必要な変更事由及び添付書類例 

 変更事由 添付書類例 

１ 事業所（施設）の名称 
・運営規程 

・重要事項説明書 

２ 事業所（施設）の所在地 

・運営規程 

・重要事項説明書 

※事業所の移転がある場合には、７につい

ても変更になるため、７に係る書類も提

出してください。 

３ 申請者の名称 

・登記事項証明書（原本） 

・誓約書【標準様式６（地域密着型、

居宅介護支援、介護予防支援）、標準

様式５（総合事業）】 

４ 主たる事務所の所在地 

・登記事項証明書（原本） 

・誓約書【標準様式６（地域密着型、

居宅介護支援、介護予防支援）、標準

様式５（総合事業）】 

※９について変更の有無を確認し、変更が

ある場合には９に係る書類を提出して

ください。 

５ 
代表者（開設者）の氏名、生年月

日及び住所 

・登記事項証明書（原本） 

・誓約書【標準様式６（地域密着型、

居宅介護支援、介護予防支援）、標準

様式５（総合事業）】 

 ※当該事業所代表者になるために資格や

研修が必要な場合には、その資格者証の

写しや研修修了証の写しを提出してく

ださい。 

※９について変更の有無を確認し、変更が

ある場合は９に係る書類も提出してく
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ださい。 

６ 
登記事項証明書・条例等（当該事

業に関するものに限る。） 
・登記事項証明書（原本） 

７ 
事業所（施設）の建物の構造、専

用区画等 

・面積等を明示した事業所の平面図 

【標準様式３（地域密着型、居宅介

護支援、介護予防支援）、標準様式

２（総合事業）】 

・事業所の外観及び内部の様子が分か

る写真 

８ 
事業所（施設）の管理者の氏名、

生年月日及び住所 

・管理者の経歴書【標準様式２（地域 

密着型、居宅介護支援）】 

※当該事業所の管理者になるために資格

や研修が必要な場合には、その資格者証

の写しや研修修了証の写しを提出して

ください。 

※地域密着型通所介護、地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護の場合、標準

様式２の提出は不要です。 

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一

覧表【標準様式１】 

※管理者が「常勤」であることがわかるよ

う、管理者の勤務状況がわかる書類を提

出してください。 

※管理者が、当該事業所の他の職種又は他

の事業所との兼務がある場合には、管理

者が兼務する同一敷地内の他の事業所

又は施設の名称及び兼務する職種・勤務

時間を記載してください。 

９ 

運営規程 

 

※重要事項説明書は、運営規程の変更

に伴い、重要事項説明書にも変更が

ある場合のみ提出してください。 

・運営規程 

・重要事項説明書 

 ※変更箇所が分かるようにしてください。 

 ※従業者の職種、員数及び職務の内容、営

業日及び営業時間、利用定員/入居定員

及び居室数/入所定員に変更がある場合

には、従業者の勤務の体制及び勤務形態

一覧表【標準様式１】及び資格証の写し

(必要に応じて)も提出してください。 
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10 

協力医療機関・協力歯科医療機関 

※（介護予防）小規模多機能型居宅介護、(介

護予防)認知症対応型共同生活介護、地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護、看

護小規模多機能型居宅介護 

・協力医療機関等と取り交わした契約

書等の写し 

11 

介護老人福祉施設、介護老人保健

施設、介護医療院、病院等との連

携・支援体制 

※（介護予防）小規模多機能型居宅介護、(介

護予防)認知症対応型共同生活介護、看護小

規模多機能型居宅介護 

・連携体制及び支援体制の変更内容が

分かる書類 

12 

本体施設、本体施設との移動経路

等 

※地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護 

・移動経路や方法、移動に要する時間

の変更内容が分かる書類 

13 

併設施設の状況等 

※地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護 

・併設施設の概要や変更内容が分かる

書類 

14 

介護支援専門員の氏名及びその登

録番号 

※（介護予防）小規模多機能型居宅介護、(介

護予防)認知症対応型共同生活介護、地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護、看

護小規模多機能型居宅介護、居宅介護支援、

介護予防支援 

・当該事業所に勤務する介護支援専門

員一覧【標準様式７】 

・変更又は追加になった介護支援専門

員の介護支援専門員証（写真付）の

写し 

※当該事業所の介護支援専門員になるた

めに研修が必要な場合には、その研修修

了証の写しを提出してください。 

※主任介護支援専門員については、研修修

了証の写しを提出してください。 

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一

覧表【標準様式１】 

15 

サービス提供責任者の氏名、生年

月日及び住所 

※第 1 号訪問事業 

・サービス提供責任者の経歴書【参考

様式１】 

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一

覧表【標準様式１】 

・資格証の写し（サービス提供責任者

の資格要件を満たす資格証の写しの

みで可） 
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※変更内容によっては「添付書類例」以外の書類を提出していただくことがありま

す。 

 

（２）他市町村の指定を受けている場合について 

・他市町村の指定を受けている場合は、その市町村にも関係書類を添えて変更の届出を

行ってください。 

 

 

６ 事業の廃止・休止に関する届出について 

（１）廃止・休止に係る手続きについて 

・指定を受けた事業を休止又は廃止する場合は、廃止・休止予定日の１月前までに届け

出る必要があります。 

・所定の「廃止・休止届出書」を必ず提出してください。 

 ・届出にあたっては、廃止又は休止する理由及び現にサービス又は支援を受けている者

に対する措置を記載してください。 

 

（２）廃止・休止時における利用者への対応について 

 ・廃止及び休止時における利用者に対する継続的なサービス提供のため、利用者の他の

事業所への引継ぎ等必要な便宜供与が義務づけられています。 

 

（３）提出書類 

 ・廃止・休止届出書 

 

（４）他市町村の指定を受けている場合について 

・他市町村の指定を受けている場合、事業そのものを廃止する場合は、指定を受けてい

る他市町村の全てに届け出てください。また、指定している他市町村の一部を廃止す

る場合は、該当する他市町村に届け出てください。 

 

（５）その他 

 ・休止の場合、休止期間の終了日までに事業の再開又は廃止を検討し、再開届出書又は

廃止届出書を提出する必要があります。休止終了日以降、自動的に廃止・再開となる

ものではありません。 

 ・休止中は更新申請できません。指定有効期間満了日の１月前までに再開届出書又は廃

止届出書を提出してください。 
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７ 事業の再開に関する届出について 

（１）再開に係る手続きについて 

・休止していた事業を再開する場合は、その再開した日から１０日以内に届け出る必要

があります。 

 ・指定基準（人員基準、設備基準）を満たしたことを確認のうえ、所定の「再開届出書」

を提出してください。 

 

（２）提出書類 

・再開届出書 

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（標準様式１） 

・資格者証の写し 

※再開後の状況によっては、上記以外の書類を提出していただく場合があります。 

 

（３）他市町村の指定を受けている場合について 

・他市町村の指定を受けている場合は、その市町村にも関係書類を添えて再開の届出を

行ってください。 

 

 

８ 指定の辞退に関する届出について 

（１）指定の辞退に係る手続きについて 

 ・地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護事業者が事業をやめる場合には、事前に

指定の辞退を申し出ることが必要です。 

 ・指定を辞退する場合には、指定を辞退する日の 1 月前までに、所定の「指定辞退届出

書」を必ず提出してください。 

・届出にあたっては、指定を辞退する理由及び現に施設に入所している者に対する措置

を記載してください。 

 

（２）指定の辞退時における利用者への対応について 

・指定の辞退時における利用者に対する継続的なサービス提供のための便宜供与が義務

づけられました（義務を果たさない場合、都道府県知事等は勧告・命令を行うことが

できます。）。 

 

（３）提出書類 

 ・指定辞退届出書 

 

（４）他市町村の指定を受けている場合について 

・他市町村の指定を受けている場合は、その市町村にも指定の辞退の届出を行ってくだ

さい。 
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９ 指定の更新に関する届出について 

（１）指定更新について 

 ・介護サービス事業者の指定については、６年ごとに更新が必要です。 

 ・更新を行わない場合には、指定有効期間の満了により、指定の効力を失います。 

 ・次のサービスについては、消防法令及び建築基準法令に基づく基準に適合していない

場合、更新ができない場合があります。基準に適合していない場合や適合・不適合が

不明な場合は、更新申請の前に、余裕をもって管轄の消防部局及び建築部局に相談の

うえ、必要な指示を受けてください。 

※地域密着型サービスのうち、上記の対象となるサービス 

（介護予防）認知症対応型通所介護 

（介護予防）小規模多機能型居宅介護 

（介護予防）認知症対応型共同生活介護 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 

看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 

地域密着型通所介護 

 

（２）申請書類提出期限 

・指定有効期間満了日の１月前（１月前の日が閉庁日の場合は、その前の開庁日） 

例：４月３０日が指定有効期間満了日→３月３１日が更新申請書類提出期限 

 

（３）必要書類 

・指定更新申請に必要な書類は次のとおりです。 

□ 指定更新申請書 

□ 事業所の指定等に係る記載事項（サービスごとに該当する付表） 

□ 添付書類・チェックリスト 

□ 指定更新申請に係る添付書類一式（チェックリストを参照してください） 

※介護給付費（介護予防・日常生活支援総合事業費）算定に係る体制等に関する 

届出書等については、指定更新に伴い、変更が生じる場合は提出してください。 

  

・申請書、添付書類の様式及び記載方法は、市ホームページに掲載しています。 

   ▼地域密着型サービス事業 

トップ＞くらしの情報＞健康・福祉＞福祉＞介護＞事業所の方へ（各種手 

続き、指導監査等）＞地域密着型（介護予防）サービス事業 

   ▼介護予防・日常生活支援総合事業 

トップ＞くらしの情報＞健康・福祉＞福祉＞介護＞事業所の方へ（各種手 

続き、指導監査等）＞介護予防・日常生活支援総合事業 
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▼居宅介護（介護予防）支援事業 

トップ＞くらしの情報＞健康・福祉＞福祉＞介護＞事業所の方へ（各種手 

続き、指導監査等）＞居宅介護（介護予防）支援事業 

 

（４）作成にあたっての注意点 

 ・チェック漏れ、書類の記入漏れ、添付漏れがある場合には申請書を受理できません。 

 ・提出書類は１部ですが、後日記載内容について問い合わせる場合がありますので、必

ず控えを作成しておいてください。 
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Ⅳ 参考資料 
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１ 高齢者福祉施設における消防法及び建築基準法に基づく主な手続きと新規指定（指定

更新）の際に指定申請書に添付を要する書類 

  

国から「火災対策の充実に関するガイドライン」が示されたことにより、平成２８年

４月から「新規指定」又は「指定更新」の際に、事業に係る建物が建築基準法令に基づ

く基準に適合していること、及び、当該建物内の設備が消防法令に基づく基準に適合し

ていることを確認することになりました。 

■対象サービス：（介護予防）認知症対応型通所介護、（介護予防）小規模多機能型居宅

介護、（介護予防）認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、

地域密着型介護老人福祉施設、看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）、地域

密着型通所介護 

■主な手続きと添付書類 
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２ サービスごとの指定基準・解釈通知（参考資料） 

 

サービス種類 指定基準 ※参考（厚生労働省令） 解釈通知※ 

地域密着型サ

ービス 

日光市指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例（平成２５年条例第３号） 

※指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準（平成１８年厚

生労働省令第３４号） 

指定地域密着型サービス

及び指定地域密着型介護

予防サービスに関する基

準について（平成１１年老

計発第０３３１００４号） 

地域密着型介

護予防サービ

ス 

日光市指定地域密着型介護予防サービスの

事業の人員、設備及び運営並びに指定地域

密着型介護予防サービスに係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準等

を定める条例（平成２５年条例第４号） 

※指定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員、設備及び運営並びに指定地域密着

型介護予防サービスに係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準等を定

める基準（平成１８年厚生労働省令第３６

号） 

居宅介護支援 日光市指定居宅介護支援等の人員及び運営

に関する基準等を定める要綱（平成３０年

条例第５号） 

※指定居宅介護支援等の事業の人員及び運

営に関する基準（平成１１年厚生労働省令

第３８号） 

指定居宅介護支援等の事

業の人員及び運営に関す

る基準について（平成１１

年老企第２２号） 

 

介護予防支援 日光市指定介護予防支援等の事業の人員及

び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準等を定める条例（平成２６年条例第

３０号） 

※指定介護予防支援等の事業の人員及び運

営並びに指定介護予防支援等に係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基

準等を定める基準（平成１８年厚生労働省

令第３７号） 

指定介護予防支援等の事

業の人員及び運営並びに

指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する

基準について（平成１８年

老振発第０３３１００３

号） 

介護予防・日常 日光市介護予防・日常生活支援総合事業の 介護予防・日常生活支援総
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生活支援総合

事業 

人員、設備及び運営に関する基準を定める

要綱（平成２８年告示第１１８号） 

合事業のガイドライン（平

成２７年老発０６０５第

５号 

※指定基準と併せて、基準の解釈を記載した解釈通知を確認してください。 

※その他、厚生労働省からＱ＆Ａ等が適時発出されています。 

 

３ サービスごとの費用の額の算定に関する基準・通知（参考資料） 

 

サービス種類 算定基準 ※参考（厚生労働省告示） ※通知（留意点） 

地域密着型サ

ービス 

※指定地域密着型サービスに要する費用の

額の算定に関する基準（平成１８年厚生労

働省告示第１２６号） 

指定居宅サービスに要す

る費用の額の算定に関す

る基準、指定居宅介護支援

に要する費用の額の算定

に関する基準、指定施設サ

ービス等に要する費用の

額の算定に関する基準、指

定介護予防サービスに要

する費用の額の算定に関

する基準、指定介護予防支

援に要する費用の額の算

定に関する基準、指定地域

密着型サービスに要する

費用の額の算定に関する

基準及び指定地域密着型

介護予防サービスに要す

る費用の額の算定に関す

る基準の制定に伴う介護

給付費算定に係る体制等

に関する届出等における

留意点について（平成１２

年３月８日老企第４１号） 

地域密着型介

護予防サービ

ス 

※指定地域密着型介護予防サービスに要す

る費用の額の算定に関する基準（平成１８

年厚生労働省告示第１２８号） 

居宅介護支援 ※指定居宅介護支援に要する費用の額の算

定に関する基準（平成１２年厚生労働省告

示第２０号） 

介護予防支援 ※指定介護予防支援に要する費用の額の算

定に関する基準（平成１８年厚生労働省告

示第１２９号） 

介護予防・日常

生活支援総合

事業 

日光市介護予防・日常生活支援事業実施要

綱（平成２８年告示第１１７号） 

 

４ 関係機関のホームページアドレス 

 ・厚生労働省 http://www.mhlw.go.jp/ 

 ・栃木県 http://www.pref.tochigi.lg.jp/ 

 ・日光市 http://www.city.nikko.lg.jp/ 

 ・ＷＡＭＮＥＴ（ワムネット） http://www.wam.go.jp/ 

 ・栃木県国民健康保険団体連合会 http://www.tochigi-kokuho.jp/ 
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５ 指定申請等に係る「電子申請届出システム」について 

  日光市では、介護サービスに係る指定及び報酬請求に関する申請届出について、来庁、

郵送又は電子メールによる受付のほか、「電子申請届出システム」による受付（電子申請）

を令和 6 年 1 月 1 日より開始しました。 

（１）受付可能な電子申請・届出の種類 

 地域密着型（介護予防）サービス、居宅介護支援、介護予防支援、介護予防・日常

生活支援総合事業の以下の手続きが、電子申請が可能です。 

①新規指定に関する申請（事前の相談が必要） 

②指定更新に関する申請  

③指定内容の変更に関する届出 

④事業の廃止・休止に関する届出（事前の相談が必要） 

⑤事業の再開に関する届出（事前の相談が必要） 

⑥介護給付費（介護予防・日常生活支援総合事業）算定に係る体制等に関する届出 

 

（２）利用方法について 

  ①「ＧビズＩＤ」のアカウントを作成する。 

※ＧビズＩＤを取得している場合、この作業は不要です。 

     ※システムの利用には、ＧビズＩＤ（プライムかメンバー）が必要なため、Ｉ

Ｄを持っていない法人はアカウントを作成してください。 

      ★リンク先：ＧビズＩＤ   https://gbiz-id.go.jp/top/ 

 

②「電子申請届出システム」にログインする。 

    ★リンク先：電子申請届出システム 

  https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/shinsei/ 

 

③申請書部分はシステムに直接入力、添付書類はシステムにアップロードをして、提

出する。 

※介護護付費（介護予防・日常生活支援総合事業）算定に係る体制等に関する届

出」は、申請書（別紙を含む）は、現段階では、システムに申請データをアッ

プロードする必要があります。 

※システム内でアップロードする様式については、下記のリンク先からデータを

ダウンロードしてください。 

     ★リンク先：日光市ホームページより「事業所の方へ（各種手続き、指導監督

等）」 

https://www.city.nikko.lg.jp/soshiki/5/1019/1/182.html 
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（３）電子申請にあたっての留意点 

①電子申請による申請の場合、事業所がシステムへ登録した日が申請日となります。

提出書類の不備等により、市から差戻しを行うこともありますが、当初に申請した

日を申請日として、市では処理を行います。 

   例）３月２９日に申請 → ４月５日に差戻し → ４月８日に再申請 

     ※３月２９日が申請日になる。 

②申請内容等に不備がある場合には、事業所へ電話にて連絡を行います。 

  ③各種届出書の提出期限に変更はありません。 
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【問い合わせ先】 

 日光市健康福祉部高齢福祉課介護サービス係 

〒３２１－１２９２ 

栃木県日光市今市本町１番地 

電話０２８８－２１－５１００ 

  ホームページ http://www.city.nikko.lg.jp/ 

 

 


